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要旨

国土地理院は令和 7 年 4 月 1 日に，電子基準点，

三角点，水準点等の標高成果を「測地成果 2024」に

改定した．本改定により，衛星測位を基盤とした新

たな標高体系が導入され，長年の地殻変動で累積し

た現況と標高成果とのズレが解消された．また，本

改定に伴い，公共測量においては原則として「測地

成果 2024」を使用することとなり，既存の公共測量

成果についても成果改定が求められる．

本稿では，令和 7 年 4 月 1 日以降に行われる公共

測量についての基本方針，既存の公共測量成果の改

定方法，標高補正パラメータによる改算を行う場合

の確認事項，公共測量を実施する上での留意点等，

標高改定に伴う公共測量の対応について報告する. 

1. 全国の標高成果の改定

1.1 全国の標高成果の改定量

国土地理院では，令和 7年 4月 1日に電子基準点，

三角点，水準点等の標高成果を，衛星測位を基盤と

した「測地成果 2024」に改定した（古屋ほか，2026）． 
三角点及び水準点の本改定に伴う標高成果の改定

量は，全国的な傾向としては同じであるが，両者に

は差異が存在する．三角点の改定量について，増加

方向の最大は宮城県牡鹿半島で+57 cm，減少方向の

最大は北海道知床半島で−67 cm である（図-1）．ま

た，水準点の改定量について，増加方向の最大は宮

城県牡鹿半島で+23 cm，減少方向の最大は北海道別

海町で−40 cm である（図-2）． 

図-1 三角点の改定量 

図-2 水準点の改定量 

1.2 従来の標高成果 
従来の標高体系は，日本水準原点からの水準測量

により構築された一等水準路線の標高を基盤として

おり，電子基準点や水準点等の標高成果はこの標高

に整合していた（図-3）．しかし，この標高成果は，

長年の地殻変動によって現況とのズレが生じていた．

また，水準測量は距離に応じて誤差が累積する特徴

があり，日本水準原点から離れるほどその誤差が大

きくなるという課題があった．

図-3 水準測量を基盤とする標高体系 

1.3 新しい標高成果 
衛星測位を基盤とする新しい標高体系は，全国の

電子基準点の衛星測位で得られる楕円体高と，新た

に構築されたジオイド・モデル「ジオイド 2024 日本

とその周辺」で得られるジオイド高から求められる
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標高を基盤とし，水準点等は近傍の電子基準点付属

標からの水準測量等により標高成果を決定する（図

-4）． 

 

 

図-4 衛星測位を基盤とする標高体系 
 

1.4 標高成果の改定による効果 
本改定によって，衛星測位と「ジオイド 2024 日本

とその周辺」を用いて，現況に合った標高を従来よ

りも迅速に取得することが可能となる.これにより，

大地震直後の復旧・復興工事において，迅速に標高

成果を利用できるようになる（図-5）．加えて，公共

測量において，「GNSS 標高測量」が導入され，作業

の効率化や生産性向上が期待される． 

また，長年の地殻変動で累積した現況と標高成果

とのズレが解消されるとともに，日本水準原点から

距離が離れるに従って蓄積していた標高成果の誤差

が解消されることになる． 

 

 
図-5 成果改定にかかる時間 

 
2. 標高改定に伴う公共測量の対応 
令和 7 年 4 月 1 日以降に測量作業を実施する公共

測量については，測量成果は「測地成果 2024」を使

用し，ジオイド・モデルは「ジオイド 2024 日本とそ

の周辺」を使用することを原則とする． 
国土地理院が維持・管理している基本測量成果（電

子基準点，三角点，水準点の成果等）は，原則とし

て「測地成果 2024」に改定しており，最新の成果を

使用することができる．一方，国土地理院以外の国

の機関や地方公共団体等（以下「測量計画機関」と

いう．）が維持管理している既存の公共測量成果につ

いては，今後の使用が見込まれる場合，測量成果の

維持管理の観点から，原則として全てについて「測

地成果 2024」への成果改定が求められる．ただし，

実際の成果改定は各測量計画機関の判断に委ねられ

ているため，各測量計画機関において既存の公共測

量成果の改定について検討いただく必要がある． 
また，令和 6 年度以前から継続して行われている

事業等においては，例外的に「測地成果 2011」で測

量を実施することも可能である．その場合，「測地成

果 2011」の測量成果に基づくとともに，ジオイド・

モデルは「日本のジオイド 2011 Ver.2.2」を使用する

必要がある．なお，事業完了後には，当該地域の測

量成果について，まとめて「測地成果 2024」へ改定

することを推奨する． 
 

2.1 公共基準点及び公共水準点の成果改定方法 
成果の改定方法は，以下の 3 種類がある． 

■改測 
標高成果が地殻変動等により現況に適合しないこ

とがあらかじめ予想される場合，改測（改めて測量

し直すこと）を実施する必要がある．その際，既知

点の標高成果は，「測地成果 2024」に改定されてい

ることが前提となる． 
 
■旧観測値による改算 

設置当時の測量記録（観測手簿，観測記簿，計算

簿）が存在し，かつ移転等の復旧測量を行っていな

い場合，旧観測値を使用して再計算（網平均計算等）

を行い，測量成果を改定することができる．その際，

既知点の標高成果は，「測地成果 2024」に改定され

ていることが前提となる． 
ただし，電子基準点のみを既知点とする基準点測

量については，この方法による成果改定はできない． 
 
■標高補正パラメータによる改算 

簡単に成果改定を行う方法として，標高補正パラ

メータによる改算（補正計算）がある．詳細は，「3. 
標高補正パラメータによる改算」に示す． 
 
2.2 地形測量及び写真測量の成果改定方法 
1）数値地形図データ（DM） 

DM の各データ内における公共基準点，公共水準

点及び標石を有しない標高点については，標高補正

パラメータで補正することが可能である．図化機測

定による標高点は，改定した周辺基準点の標高と矛

盾のないものにする必要がある．なお，等高線につ

いても，図化機測定による標高点と同様の対応が必

要になり，原則は書き直しとなる． 
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2）数値写真データ及び三次元点群データ 

令和 7 年 4 月 1 日より前に撮影及び計測したデー

タは，標高改定した標定点・調整点・検証点と令和

7 年 4 月 1 日より前に観測した標定点・調整点・検

証点の標高との較差を確認し，空中写真測量は同時

調整計算を，三次元点群測量は調整点を用いた補正

処理を実施する必要がある． 
なお，精度が確保できない場合は，電子基準点の

「測地成果 2024」を用いて改めて最適軌跡解析を実

施する必要がある． 
 
3. 標高補正パラメータによる改算 
基準点の標高補正パラメータによる改算の方法と

しては，国土地理院のホームページ内（以下「地理

院 HP」という．）にある測量計算サイトを利用して

計算する方法（図-6）と，国土地理院が提供する座

標標高補正ソフトウェア「PatchJGD HV」に補正パ

ラメータファイルを読み込ませて計算する方法（図

-7）がある．それぞれの使用方法の詳細については，

地理院 HP で確認できる． 
 

 

図-6 測量計算サイト計算実行画面の例 

 

 
図-7 座標標高補正ソフトウェア「PatchJGD HV」 

補正計算を行う前に確認すること① 

標高補正パラメータによる改算を行う場合，使用

するパラメータを選択するために，改定を行う測量

成果が水準点標高に準拠した標高成果であるか，三

角点標高に準拠した標高成果であるかを確認する必

要がある． 
水準点標高に準拠した標高成果とは，水準点及び

電子基準点を既知点として水準測量（レベル等によ

る水準測量，GNSS 測量機による水準測量）により

標高を求めた成果のことである． 
三角点標高に準拠した標高成果とは，三角点及び

電子基準点を既知点として基準点測量により標高を

求めた成果のことである． 
 

補正計算を行う前に確認すること② 
標高補正パラメータによる改算を行う場合，次の

とおり令和 7 年 4 月 1 日より前の標高改定に対応し

た標高成果を得ている必要がある． 
■水準点標高に準拠した標高成果の場合 
・測地成果 2011（平成 23 年度成果改定）に対応済

み（それ以前の地震への対応を含む） 
・平成 28 年熊本地震，平成 30 年北海道胆振東部地

震，令和 6 年能登半島地震時の標高改定に対応済

み 
・平成 29 年 2 月または平成 30 年 2 月の東北地方水

準点標高改定に対応済み 
 
■三角点標高に準拠した標高成果の場合 
・平成 26・28 年度の三角点標高改定に対応済み（そ

れ以前の地震対応を含む） 
・平成 28 年熊本地震，令和 6 年能登半島地震時の

標高改定に対応済み 
 
これらに対応していない標高成果については，「測

地成果 2024」への補正計算を行う前に，それぞれの

補正計算を行うか，改測等による成果改定を行う必

要がある． 
図-8 は，公共測量で新たに基準点測量を実施する

場合の確認手順を示している．既知点として使用す

る既設の基準点について，測量成果の確認を行い，

測量成果が「測地成果 2024」以外の場合は，フロー

チャートに従って標高補正パラメータによる改算等

を行い，測量成果を「測地成果 2024」に改定の上，

後続の測量を実施する必要がある． 
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既知点は測地成果2024の基準点か

既知点は令和７年4月1日より前の標高改定に
対応済み

令和７年4月1日より前の標高改
定について標高パラメータを使
用して改算等を実施

既知点の標高は何に準拠しているか

既知点は令和７年4月1日より前の標高改定に
対応済み

改測又は改算により、
測地成果2024に改定
を実施
※過去の地震等による水準点の
標高改定については、標高補正
パラメータの提供はありません。

PatchJGD（標高
版）水準点標高補正
用のパラメータを使
用して改算を実施 PatchJGD（標高版）三角点標高補正用のパラ

メータを使用して改算を実施

「水準点及び電子基準点を既知点として水準測
量（レベル等による水準測量、GNSS測量機によ
る水準測量）により求めた標高」に準拠

「三角点及び電子基準点を既知点として基準点測
量により求めた標高」に準拠

はい はい

はい

いいえ

いいえ

いいえ

改算不要
そのまま既知点
として使用可能

 

図-8 新たに基準点測量を実施する場合の確認手順 

 
4. 標高改定に伴う公共測量の留意点 
4.1 成果等の記載方法 
公共測量により得られた測量成果について，当該

成果が「測地成果 2024」であるか「測地成果 2011」
であるかを明確にしておくことが重要である． 
基準点成果の場合は，成果表の右肩に次のとおり

記載し，測地成果の名称を明示する（図-9）． 
 

 

 
図-9 成果表（一部）の記載例 

 

■測地成果 2024 に対応した場合 
・世界測地系（測地成果 2024） 
・ジオイド・モデル「ジオイド2024日本とその周辺」

又は「JPGEO2024」 
 
■測地成果 2011 で実施した場合 
・世界測地系（測地成果 2011） 
・ジオイド・モデル「日本のジオイド 2011」Ver.2.2 
 

数値地形図データファイル等については，数値地

形図データファイル説明書（データ更新記録表）等

に「測地成果 2024」又は「測地成果 2011」を記録す

る． 
 
4.2 公共測量成果改定マニュアル 
標高補正パラメータを用いて公共測量成果を改定 

する場合は，公共測量成果改定マニュアル（国土地

理院技術資料 A1-No.337）に準じて実施する必要が

ある． 
 
4.3 公共測量実施計画書 
公共測量成果を「測地成果 2024」に改定する作業

は，公共測量に該当する．公共測量を実施する際は，

あらかじめ測量の目的，地域，期間，作業量，精度

及び方法等を記載した公共測量実施計画書を国土地

理院の長に提出し，技術的助言を求める必要がある． 
標高補正パラメータを用いて公共測量成果を改定

する場合，測量精度の欄には，各機関の公共測量作
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業規程に加え，公共測量成果改定マニュアル（作業

規程第 17 条適用）と記入する（図-10）． 
 

 
 

図-10 公共測量実施計画書（一部）の記載例 

5. まとめ 
国土地理院では，みちびき（準天頂衛星システム）

や GPS 等を使用して，現況に合った正確な標高が迅

速に取得できる社会の実現を目指し，令和 7 年 4 月

1 日に，国土地理院が管理する全国の電子基準点，

三角点，水準点等の基準点における測量成果の標高

を，衛星測位を基盤とする「測地成果 2024」に改定

した．公共測量成果についても「測地成果 2024」へ

の移行を進めるため，地理院 HP での情報発信や各

地での説明会などで普及・啓発活動を実施するとと

もに，公共測量の計画に対する技術的な助言や公共

測量成果の審査を通して，標高改定に伴う公共測量

の対応が適切に行われるよう取り組んでいく所存で

ある． 
（公開日：令和 8 年 3 月 16 日） 
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